
「千葉県子どもの貧困対策推進計画」（令和２年度～令和６年度）

子どもの貧困対策に関する事業の実施状況一覧（令和２年度～令和４年度）

１　教育の支援 （単位：千円）

決算額 決算額 決算額

1 ちばっ子「学力向上」総合プラン

すべての子どもたちの学力向上を目指し、子どもたちの主
体的な学びを支える取組の充実を図るとともに、子どもたち
一人一人の個性や能力に対応
した丁寧な指導を行う。

481,887 50,902 48,796

学習サポーターを県内公立小中学校に派遣。
22校増（R2：166校→R4：188校）

教育庁学習指導課

2 スクールソーシャルワーカーの配置 88,044 100,405 108,870
スクールソーシャルワーカーを小中学校・高等学校と各教育
事務所に配置。
10人増（R2：44人→R4：54人）

教育庁児童生徒安全課

3 スクールカウンセラーの配置 593,381 628,119 792,942
県で採用したスクールカウンセラーを小・中・県立学校と教育
事務所等に配置。
482人増(R2：576人→R4：1058人)

教育庁児童生徒安全課

4
教育相談に関する教員の資質向上を図る研修の
実施

学校における教育相談の充実及び教職員の資質力量の向
上を図る。地域及び校内における教育相談の推進者・指導
者となるべき専門性を高め、実践的なリーダー育成を目指
す。

462 1,629 1,989

受講者数
474人増（R2：412人→R4：886人)

教育庁児童生徒安全課

5
地域とともにある学校づくり推進支援事業（地域未
来塾）

8,464 8,244 10,625

実施箇所数
5市町11教室増
(R2:6市町27教室→R4:11市町38教室)

教育庁生涯学習課

6 放課後子供教室推進事業 118,992 120,489 138,873

実施箇所数
7市町93教室増
(R2:30市町238教室→R4:37市町331教室)

教育庁生涯学習課

7 キャリア教育推進事業

特別活動を要としつつ、全ての教育活動を通じて、家庭や
地域、産業界との連携のもと、働くことの意義や尊さ、学校
における学びと自らの将来との関連などを考えさせる系統
的なキャリア教育を推進する。また、子供に目標をもたせる
とともに、コミュニケーション能力、自ら判断し行動する力な
ど社会人としての基礎的・基本的な能力を育てる。

100 - -

高等学校進路指導研究協議会を年２回実施
各教育事務所ごと県内５箇所において、キャリア教育・進路
指導研究協議会を実施。

教育庁学習指導課

8 子どもと親のサポートセンター教育相談事業

学校生活に関すること、心や身体のこと、その他進路や適
性に関すること等、個々の状況に応じて、相談活動を通し
て支援・援助を行う。 66,268 68,211 61,944

相談件数6,018件増
(R2:14,912件→R4:20,930件）

教育庁児童生徒安全課

9

コミュニティ・スクール設置推進事業
（コミュニティ・スクール設置事業）
（県立学校における「開かれた学校づくり委員会」
設置事業）

地域住民や保護者等を委員とした「学校運営協議会※」や
「開かれた学校づくり委員会」を全ての県立学校に設置し、
学校の自己評価をもとに学校関係者評価を行い、学校運
営上の課題を解決する方策等を検討するなど、地域ととも
にある学校づくりを推進する。
※学校運営協議会を設置した学校＝コミュニティ・スクール

3,378 4,600 5,708

学校運営協議会設置校36校増
(R2：7校→R4：43校)
「開かれた学校づくり委員会」設置校
36校減(R2：151校→R4：115校) 教育庁生涯学習課

10
帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細やかな支
援の充実

日本語指導が必要な外国人児童生徒等が、円滑に学校生
活を送ることができるよう、日本語を母語としない外国人児
童生徒に対して、日本語指導や
適応指導等ができる人材を教育相談員として派遣し、支援
を行う。

10,596 12,791 16,925

県立学校への相談員派遣
6校増(R2:34校→R4:40校)
のべ16人増(R2:61人→R4:77人)
県立学校の拠点校による日本語指導等の研究をR3から3校
で実施。

教育庁学習指導課

支援を必要とする児童生徒に対し、スクールソーシャル
ワーカーやスクールカウンセラー等の専門性を有する人材
を配置し、子どもやその保護者への支援の充実を図る。ま
た、いじめや不登校、高校中退等の問題解決のため、関係
部局機関、民間支援団体等と連携した取組の充実を図る。

令和２年度 令和３年度
番号 事業名 概要

令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

放課後や週末に、小学校の余裕教室などを活用し、安全で
安心して活動できる居場所を設け、子どもへの学習支援や
体験活動、地域の住民との交
流活動などを実施する。また、学習が遅れがちな中学生等
を対象に、地域住民等の協力により学習支援を実施する。

資料２－１
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決算額 決算額 決算額

令和２年度 令和３年度
番号 事業名 概要

令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

11
帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細やかな支
援の充実

日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対する担当者の
指導力向上、受入体制の構築、特別の教育課程編成等に
向けて、日本語指導担当者を対象とした連絡協議会を実施
する。

71 110 360

・日本語指導担当者連絡協議会を年2回オンラインで実施。
・R4から日本語指導経験年数に応じた教員への研修を実
施。 教育庁学習指導課

12 千葉県夢チャレンジ体験スクール

学校の夏季休業中に、小・中・高校生を対象として、県内各
地で科学や先端技術、就業を体験する講座「千葉県夢チャ
レンジ体験スクール」 を開設し、子ども一人ひとりの勤労
観・職業観を育成するキャリア教育を推進する。

984 700 776

参加者数253名増
（R2：66名→R4：319名）

教育庁生涯学習課

13
地域連携アクティブスクールの設置
（スクールソーシャルワーカーの配置）

県内全ての地域連携アクティブスクールに４人のスクール
ソーシャルワーカーを配置し、相談・支援等を行う。 - - －

相談件数５８２件増
(R2:１６２４件→R4：２２０６件） 教育庁児童生徒

安全課

14
生活困窮者自立支援法による子どもの学習・生活
支援事業

生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子ども
に対する学習・生活支援の充実を図る。 26,926 29,814 29,784

実施市町村数3市増
（R2：22市17町村→R4：25市17町村)
※町村は全町村で実施済み

健康福祉指導課

15
子どもの生活・学習支援事業
（ひとり親家庭等生活向上事業）

ひとり親家庭の子どもに対して、放課後児童クラブ等の終
了後に、児童館や公民館等において、基本的な生活習慣
の習得支援・学習支援等を行うこ
とにより、子どもの学ぶ機会を提供し、ひとり親家庭の子ど
もの生活の向上を図る。

61,986 67,125 61,998

補助実施市町村数1市増
(R2：5市→R4：6市）

児童家庭課

16
生活福祉資金貸付制度
（就学支援費、教育支援費）

意欲と能力のある生徒・学生が、経済状況に関わらず安心
して学べるよう、高等学校、大学等に入学及び就学する資
金を必要とする場合、生活福祉資金の就学支度費及び教
育支援費の貸付を実施する。

- 18,271,899 10,654,374

・就学支援費469件増
　(R2：477件→R4：946件）
・教育支援費479件増
　(R2：502件→R4：981件)

健康福祉指導課

17
生活保護法による教育扶助、生業扶助、進学準備
給付金

8,180 6,485 6,695
県は町村部を所管しており、法に定める保護費を支給した。

健康福祉指導課

18 小・中学生の就学援助制度（学用品費等） - - －
54市町村で実施

教育庁財務課

19 小・中学生の就学援助制度（学校給食費） - - -
54市町村で実施

教育庁保健体育課

20 小・中学生の就学援助制度（医療費） - 7,545 -
54市町村で実施

教育庁保健体育課

21
千葉県要保護準要保護就学援助費事業（学校給
食費）

180 127 139
県立中学校生徒3名

教育庁保健体育課

22 千葉県要保護準要保護就学援助費事業（医療費） 6 3 6
県立特別支援学校児童生徒2人増
（R2：1人→R4：3人） 教育庁保健体育課

23 実費徴収に係る補足給付を行う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施
設等＊に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の
購入、行事への参加に要する費用等及び幼稚園に通う子
どもの給食費を市町村が助成した場合に、市町村に対する
補助を行います。
＊特定教育・保育施設等とは、市町村が施設型給付費の
支給に係る施設として確認する施設及び地域型保育給付
費の支給に係る事業を行う者として確認する地域型保育を
行う事業者をいう。

45,464 41,898 53,127

3市町村増
(R2：36市町→R4：39市町村)

子育て支援課

24 特別支援教育就学奨励費（特別支援学級） - - -
54市町村で実施

教育庁財務課

25 特別支援教育就学奨励費（特別支援学校） 547,989 574,894 618,077
支給人数4人増
(R2：5,958人→R4：5,962人) 教育庁財務課

貧困の状態にある子どもの就学に係る経済的負担を軽減
するため、生活保護を受けている世帯の子どもに対する、
小学校及び中学校での教材費やクラブ活動費、給食費等
の支給、高等学校等に進学する際の入学料、入学考査料
や就学中の授業料、教材費や部活動費用の支給、大学進
学等を支援するための一時金の支給、居住する市町村に
おいて就学援助制度による就学援助を行うなど、低所得世
帯への支援を実施する。また、新型コロナウイルスによる休
校措置の際の家庭学習を支援するため、ＩＣＴを利用するた
めの通信費を支給する。

特別支援教育について、特別支援教育就学奨励費を通じ
て、障害のある児童生徒等への支援の充実を図る。また、
対象世帯のうち要保護世帯の児童生徒が、オンライン学習
を行う際に必要な通信費を支給する。
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決算額 決算額 決算額

令和２年度 令和３年度
番号 事業名 概要

令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

26 奨学のための給付金 996,415 876,716 862,353
給付人数837人減
(R2：8,609人→R4：7,772人) 教育庁財務課

27 千葉県奨学資金の貸付け制度 287,811 260,096 245,652
貸付人数138人減
(R2：898人→R4：760人) 教育庁財務課

28 高等学校等就学支援金（公立高等学校） 8,832,475 8,406,491 8,082,783
支給人数7,051人減
（R2：80,052人→R4：73,001人） 教育庁財務課

29 高等学校等授業料減免制度 208 297 300
支給人数3人増
（R2：9人→R4：12人） 教育庁財務課

30 夜間定時制高等学校夕食費補助事業
経済的な理由により、定時制課程（三部制の場合は夜間
部）のある県立高等学校での就学が困難な高校生に対し、
夕食費の一部を補助する。

3,323 2,793 2,513
支給人数69人減
（R2：190人→R4：121人） 教育庁保健体育課

31 私立高等学校等授業料減免事業 988,937 1,220,244 1,268,184
支給人数：1,770人増
（R2：10,275人→R4：12,045人） 学事課

32 私立高等学校入学金軽減事業 196,443 213,926 215,412
支給人数：113人増
（R2：1,578人→R4：1,691人） 学事課

33 奨学のための給付金（私立高等学校等） 481,830 443,806 454,172
支給人数：67人増
（R2：3,804人→R4：3,871人） 学事課

34 高等学校等就学支援金（私立高等学校） 7,495,193 7,916,931 8,445,479
支給人数：999人増
（R2：35,308人→R4：36,307人） 学事課

35 母子父子寡婦福祉資金の貸付

修学にあたり資金が必要なひとり親家庭等の子どもに対し
て、修学資金等の貸付けを実施する。

120,063 91,528 53,067

母子福祉資金：35件減
　（R2：149件→R4：114件）
父子福祉資金：2件増
　（R2：10件→R4：12件）
寡婦福祉資金：増減なし
　（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

36 幼児教育・保育の無償化
子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、保育所・認定
こども園・幼稚園等の利用料に対し補助を行う。 4,593,410 4,472,010 4,065,871

53市町村で実施

子育て支援課

37 公立高等学校専攻科修学支援金
経済的な理由により、公立高等学校専攻科での修学が困
難な高校生等に対し、公立高等学校専攻科修学支援金に
よる支援を実施する。

2,049 1,782 1,485
支給人数24人

教育庁財務課

38 私立小中学校家計急変世帯授業料軽減事業
家計急変により授業料の納付が困難となった児童生徒に
対して私立小中学校等が減免措置を行った場合、経費を
助成する。

- 6,974
R4から実施（R4実績25人）

学事課

39
生活福祉資金貸付制度
（就学支援費、教育支援費）(再掲)

意欲と能力のある生徒・学生が、経済状況に関わらず安心
して学べるよう、高等学校、大学等に入学及び就学する資
金を必要とする場合、生活福祉資金の就学支度費及び教
育支援費の貸付を実施する。

- 18,271,899 10,654,374

・就学支援費469件増
　(R2：477件→R4：946件）
・教育支援費479件増
　(R2：502件→R4：981件)

健康福祉指導課

40 母子父子寡婦福祉資金の貸付(再掲)

修学にあたり資金が必要なひとり親家庭等の子どもに対し
て、修学資金等の貸付けを実施する。

120,063 91,528 53,067

母子福祉資金：35件減
　（R2：149件→R4：114件）
父子福祉資金：2件増
　（R2：10件→R4：12件）
寡婦福祉資金：増減なし
　（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

41 地域若者サポートステーション事業

就職先が決まらないまま高等学校を卒業した若者や高等
学校中退者等を含めた若年無業者に対して、個別相談や
セミナー等を実施し、職業的自立に向けた支援を行うことに
より、早期の自立・進路決定を図る。

7,561 7,532 7,536

新規登録者：3人減
　（R2：123人→R4：120人）
進路決定者：25人増
　（R2：63人→R4：88人）

雇用労働課

経済的な理由により、公立高等学校等での修学が困難な
高校生等に対し、奨学のための給付金の支給及び奨学金
の貸付け、就学支援金（授業料の減免）による支援を実施
する。また、奨学のための給付金については、新型コロナ
ウイルス感染症に係る影響を踏まえ、保護者の失職等によ
り家計急変した高校生等への支援を行う。

経済的な理由により、私立高等学校等での修学が困難な
高校生等に対し、授業料等の減免や給付金の支給を行う。
また、新型コロナウイルス感染症等の影響により、収入が
激減した世帯に対して、授業料減免制度や奨学のための
給付金が、家計急変世帯にも適用になることを周知し、必
要な支援を適切に行う。
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決算額 決算額 決算額

令和２年度 令和３年度
番号 事業名 概要

令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

42 公立高等学校学び直し支援金制度 1,069 565 599
支給人数：19人減
（R2：54人→R4：35人） 教育庁財務課

43 私立高等学校等学び直し支援金制度 7,538 8,912 11,425
支給人数：8人増
（R2：89人→R4：97人） 学事課

合計 26,197,746 62,283,046 47,043,254

高等学校等を中途で退学した子どもが、再度、高等学校等
に入学して学び直しをする機会が確保されるよう、私立を含
めた定時制高校・通信制高校に関する情報提供の充実を
図り、併せて、授業料相当額の経済的支援を実施する。
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「千葉県子どもの貧困対策推進計画」（令和２年度～令和６年度）

子どもの貧困対策に関する事業の実施状況一覧（令和２年度～令和４年度）

２　生活の安定に資するための支援

決算額 決算額 決算額

1 生活困窮者自立支援法による自立相談支援事業 54,776 58,246 58,246

相談件数487件減
（R2：940件→R4：453件）

健康福祉指導課

2 生活困窮者自立支援法による家計改善支援事業 5,452 14,404 14,404

支援件数49件増
（R2：48人→R4：97人）

健康福祉指導課

3
生活福祉資金貸付制度（緊急小口資金、総合支援
資金）
※事業費は№15の再掲

新型コロナウイルスの影響を受け、休業等による収入の減
少などがあり、生計維持のための貸付が必要な世帯に対
し、生活福祉資金の緊急小口資金や総合支援資金の貸付
を実施する。 35,897,822 18,344,717 10,654,374

新型コロナウイルスの影響による収入減に対応するための
特例貸付件数
73,935件減
(R2：76,291件→R4：2,356件）
※特例貸付はR4年9月で受付終了

健康福祉指導課

4 中核地域生活支援センター事業

中核地域生活支援センターが提供する福祉の総合相談に
つながった「家族の悩み」について、相談者のニーズだけで
なく、家族のニーズも視野に入れた支援を実践する。

264,974 264,974 279,765

相談件数8,268件減
（R2：82,921件→R4：74,653件）

健康福祉指導課

5 民生委員・児童委員制度

民生委員・児童委員に対し、子どもや子育て家庭に関する
諸課題についての理解を深めるための研修を実施し、子育
て家庭に対する相談や助言、情
報の提供等の援助活動の充実強化を図る。

365,865 369,876 370,736

民生委員児童委員数35人減
（R2：6,108人→R4：6,073人）

健康福祉指導課

6 放課後児童クラブの設置・運営に対する支援

働きながら子育てをしている保護者が、安心して働き続け
ることができ、子どもが遊びや生活を通じて、すこやかに成
長・発達できる場として、放課後児童クラブの設置や運営、
その経費に対する補助を行う。

3,426,451 3,512,629 4,083,507

放課後児童クラブ63箇所増
（R2：54市町村1,563箇所
　→R4：54市町村1,626箇所） 子育て支援課

7 乳児家庭全戸訪問事業 56,852 62,136 61,698
54市町村で実施

児童家庭課

8 養育支援訪問事業 14,099 13,199 16,158
1市町村増
（R2：37市町村→R4：38市町村） 児童家庭課

9 母子生活支援施設

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及び
その者の監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護
するとともに、これらの者の自立の促進のために、その生
活を支援する。

34,169 31,823 31,162

5箇所

児童家庭課

10 子育て世代包括支援センターの設置支援事業

母子保健サービスと子育て支援サービスを一体的に提供
する子育て世代包括支援センターの設置・運営を支援し、
妊娠期から子育て期にわたる切れ
目ない支援の充実を図る。

3,300 4,950 4,950

スキルアップ研修：1回・受講者9名増
（R2：4回実施・延43名受講
　→R4：5回実施・延52名受講） 児童家庭課

11 母子保健事業による支援

安心で安全な妊娠や出産、育児のために市町村が実施す
る両親学級や健康診査等母子保健サービスの更なる充実
を図るため、母子保健事業に従事する職員への研修を行
う。

483 1,159 1,434

・母子保健事業は市町村で実施
・県及び健康福祉センターでの資質向上のための研修：7回・
受講者622名増
（R2：8回・延353名受講
　→R4：15回・延975名受講）

児童家庭課

番号 事業名 概要

複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、生活困窮者自
立支援法に基づく自立相談支援事業において、包括的な
支援を行うとともに、必要に応じ適
切な関係機関に結びつける。また、生活困窮者に対し、家
計表の活用や出納管理の支援など家計の視点から必要な
情報提供や専門的な助言・指導を行うことにより、家計管理
の能力の向上を図る。

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て
支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行い、乳児
の健全な育成環境の確保を図る。また、子育てに対する不
安や孤立感など様々な原因で養育支援が必要な家庭に対
して、家庭を訪問し、専門的な相談支援や援助などを行う。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

資料２－１
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要

令和２年度 令和３年度 令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

12 妊娠SOS相談事業

予期しない妊娠など、さまざまな事情から妊娠出産に不安
や悩みを抱える女性等からのＳＯＳに対し、電話やメールで
の相談を受けるとともに、必要に応じて医療機関や子育て
世代包括支援センターなどの支援機関へ同行するなど、支
援を行う。

12,373 18,428 18,969

相談件数
・実人数：327人増
　（R2:450人→R4:777人）
・延件数：156件増
　（R2：1,774件→R4：1,930件）

児童家庭課

13 母子・父子自立支援員による相談の実施

母子家庭及び寡婦等の経済上の問題、児童の就学、就職
の問題等の相談に応じ、その自立に必要な情報提供や指
導、また、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行
う。

- - -

母子・父子自立支援員21人

児童家庭課

14 ひとり親家庭等生活向上事業 46 61 72

野田市に補助を実施

児童家庭課

15 母子・父子自立支援員に対する研修の実施 - - -

母子家庭等就業・自立支援センター事業の一部として研修を
実施

児童家庭課

16 ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭等において病気や冠婚葬祭等の場合に、家
庭生活支援員を派遣し、子どもの保育を始めとした日常生
活の支援を行う。

1,896 813 2,329

野田市、佐倉市、八千代市、鎌ケ谷市、浦安市、白井市の６
市に補助を実施 児童家庭課

17 児童家庭支援センター

子どもやその家庭、地域住民等からの相談に応じ、必要な
助言や指導を行う児童福祉施設である「児童家庭支援セン
ター」の設置を促進する。また、児童家庭支援センターの専
門性の向上を図り、児童相談所や市町村等と連携し、子ど
もやその家庭に対して専門的な相談、援助ができるよう支
援する。

139,480 154,284 198,177

2箇所増(R2：9箇所→R4：11箇所)

児童家庭課

18 子ども医療費助成事業

子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減
を図るため、子どもの疾病に係る医療費について、市町村
が行う医療費助成に要する経費に助成する。

4,320,608 4,988,240 5,016,159

・県助成対象
　入院：中学校３年生まで
　通院：小学校３年生まで

児童家庭課

19 保育士等キャリアアップ研修事業

保育現場においてリーダー的役割を担う保育士等に対し、
子どもの貧困に対する気づきと対応等について研修を行
う。

105,662 171,517 140,295

受講者数6,346人増
（R2：4,104人→R4：6,329人）

子育て支援課

20 幼児教育推進事業

幼稚園等において初任者や中堅教諭等に対し、子どもの
貧困に対する気づきと対応等について研修を行う。

7,943 6,658 6,077

・幼児教育アドバイザー派遣
　67回増（R2：32回→R4：99回）
・公立幼稚園の初任者研修参加者
　13人減(公立幼稚園減少のため)

教育庁学習指導課

21 放課後児童支援員等研修

放課後児童支援員として、放課後児童クラブに従事しようと
する者等に対し、子どもの貧困に対する気づきと対応等に
ついて研修を行う。 15,553 20,426 19,488

認定研修：35人増
　(R2：643人→R4：678人)
向上研修：463人増
　（R2：1,025人→R4：1,488人）

子育て支援課

22 乳幼児の健康診査 - - -

・母子保健事業は市町村で実施
・県及び健康福祉センターでの資質向上のための研修：7回・
受講者622名増
（R2：8回・延353名受講
　→R4：15回・延975名受講）
※№51の再掲

児童家庭課

ひとり親家庭の父母の家事や育児等の生活一般に関する
相談に応じ、必要な助言・指導や各種支援施策の情報提
供の実施や、ひとり親家庭同士の交流を図るための場を設
けること等により、ひとり親家庭の生活の向上を図る。ま
た、ひとり親家庭等の相談支援体制を充実させるため、母
子・父子自立支援員などの相談支援に携わる職員への研
修を実施する。

子どもの心と身体の健やかな発育や発達を支援するため、
乳幼児の健康診査により、子どもの健康上の問題を早期に
発見し、早期の療育に繋げる機能を充実させる。また、子
供の発達段階に応じた生活習慣やしつけなどに関する
様々な情報を掲載したウェブサイトの充実により、各家庭の
親力向上を図る。
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要

令和２年度 令和３年度 令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

23 親力アップいきいき子育て広場 - - -

Webサイトを随時更新

教育庁生涯学習課

24 放課後子供教室推進事業（再掲）

放課後や週末に、小学校の余裕教室などを活用し、安全で
安心して活動できる居場所を設け、子どもへの学習支援や
体験活動、地域の住民との交流活動などを実施する。

118,992 120,489 138,873

実施箇所数
7市町93教室増
(R2:30市町238教室→R4:37市町331教室)

教育庁生涯学習課

25 ひきこもり地域支援センター

ひきこもりに関する相談窓口として、「ひきこもり地域支援セ
ンター」において、本人及び家族等からの電話相談に応じ
るとともに、希望者に対し、面接による相談やアウトリーチ
（訪問支援）を実施する。

6,882 7,331 6,389

電話相談、アウトリーチを適宜実施。運営会議・事例検討会
議月1回開催。
ひきこもりサポーター養成研修、市町村担当者研修を実施。 障害者福祉推進課

26
千葉県子ども・若者総合相談センター（ライトハウ
スちば）

ニート・ひきこもり・不登校など社会生活を円滑に営む上で
困難を有する子ども・若者（概ね39歳まで）や、その保護者
等がまず最初に相談できる窓口として、電話相談、面接相
談等を行い、子ども・若者が新たな一歩を踏み出せるよう、
必要な情報の提供や助言、適切な支援機関等の紹介を行
う。

15,831 15,942 16,419

総相談件数：260件減
　（R2：2,201件→R4：1,941件）
うち面接相談件数：58件増
　（R2：240件→R4：298件）
R3からオンライン面談を開始した。

県民生活課

27 地域若者サポートステーション事業（再掲）

就職先が決まらないまま高等学校を卒業した若者や高等
学校中退者等を含めた若年無業者に対して、個別相談や
セミナー等を実施し、職業的自立に向けた支援を行うことに
より、早期の自立・進路決定を図る。

7,561 7,532 7,536

新規登録者：3人減
　（R2：123人→R4：120人）
進路決定者：25人増
　（R2：63人→R4：88人）

雇用労働課

28 子ども医療費助成事業（再掲）

子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減
を図るため、子どもの疾病に係る医療費について、市町村
が行う医療費助成に要する経費に助成する。 4,320,608 4,988,240 5,016,159

・県助成対象
　入院：中学校３年生まで
　通院：小学校３年生まで 児童家庭課

29 里親等への委託の推進 30,665 33,148 57,755

新規登録 45件増(R2:45→R4:90)
登録取消 12件増(R2:27→R4:39)
児童新規委託 57件減(R2:87→R4:30)
委託解除 48件減(R2:73→R4:25)

児童家庭課

30 児童養護施設、乳児院等の機能強化 102,419 176,682 291,374

児童養護施設：2施設増(12→14）
乳児院：1施設減(4→3)
児童心理治療施設：増減なし(1→1)
母子生活支援施設：1施設増(1→2）
自立援助ホーム：4施設増(5→9)

児童家庭課

31 児童相談所の体制・機能強化

児童相談所の管轄区域の見直しや新たな児童相談所の設
置について、具体的な検討を進める。また、児童福祉司や
児童心理司等の専門職の増員を行うとともに、研修を充
実、強化し、人材の確保・育成を図る。

419,035 82,325 97,769

市川・柏・君津児相一時保護所増設工事、児相職員の研修
受講

児童家庭課

32 社会的養護自立支援事業

里親や児童福祉施設等の子どもの多くは、社会人として自
立する際に、精神的にも経済的にも保護者の支援を受けら
れないことが多いことから、自立に必要な生活基盤を築くた
めの生活支援や就労支援を行うなど、アフターケアの取組
を推進する。

7,193 13,106 15,367

13人増(R2：10人→R4：23人）

児童家庭課

33
児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸
付事業

里親や施設から自立した子どもなどに対し、家賃や生活
費、資格取得に必要な費用の貸付を行う。 2,955 12,198 45,617

児童養護施設等退所者に対する生活支援資金及び家賃支
援資金、就職のための資格取得資金の貸付を行った。 児童家庭課

様々な理由により、家庭で保護者等と一緒に生活できない
子どもたちが、家庭と同様の環境で養育されるように、里親
やファミリーホームへの委託を推進し、里親の新規開拓、
資質向上、養育支援を行う。
また、児童養護施設や乳児院等の施設についても、できる
限り家庭に近い環境を実現し、子どもたちにより専門的な
支援ができるように、施設の整備や人材の確保・育成を支
援するなど、機能強化を図る。
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要

令和２年度 令和３年度 令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

34 児童自立生活援助の実施（自立援助ホーム）

義務教育を終了した20歳未満の者又は大学等に在学中の
満20歳から満22歳の年度末までにある者であって、児童養
護施設等を退所した者等を対象に、共同生活を営む住居
において、相談等の日常生活上の援助、生活指導、就業の
支援等を行う。

260,327 438,953 530,317

4ホーム増(R2：14→R4：18)
定員：42名増(R2：87名→R4：129名)

児童家庭課

35 児童養護施設退所児童等アフターケア等事業
里親や施設から円滑な自立を実現できるよう、生活や就業
に関する相談・支援を行う。 12,150 12,276 17,374

児童養護施設退所者等に対し生活や就業に関する相談支
援等を実施した。 児童家庭課

36 生活困窮者自立支援法による住居確保給付金

離職や、休業による収入減少等により、住居を失った又は
そのおそれが高い生活困窮者に住居確保給付金を支給す
る。 18,936 13,364 5,035

支給決定件数：147件減
（R2：194件→R4：47件）

健康福祉指導課

37 県営住宅へ入居する際の優遇措置

母子世帯、父子世帯及び子育て世帯について、公営住宅
に係る優先入居を行うとともに、必要な場合に家賃減免を
行う。

- - -

子育て世帯向けの優先枠：9戸増
　（R2：22戸→R4：31戸） 住宅課

38 住宅セーフティネット・あんしん賃貸支援事業

民間賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供を行い、居
住の安定を支援する。

- - -

登録・指定件数
・セーフティネット住宅：4,664戸増
　（R2：34,311戸→R4：38,975戸）
・居住支援法人：7法人増
　（R2：19法人→R4：26法人）
・あんしん賃貸協力店：3件増
　（R2：163件→R4：166件）

住宅課

39
生活保護法・生活困窮者自立支援法を担当する職
員・相談支援員等に対する研修の実施

- 256 288

受講者数
・初任者研修：5人増
　（R2：53人→R4：58人）
・従事者研修：7人増
　（R2：36人→R4：43人）

健康福祉指導課

40 民生委員・児童委員に対する研修の実施 7,773 7,773 7,917
会長研修、新任研修、事例検討研修を実施。

健康福祉指導課

合計 50,059,131 33,968,155 27,232,189

生活保護世帯の支援に当たる職員や、生活困窮者自立支
援制度における相談支援員等、民生委員・児童委員の資
質の向上のための研修を実施する。
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「千葉県子どもの貧困対策推進計画」（令和２年度～令和６年度）

子どもの貧困対策に関する事業の実施状況一覧（令和２年度～令和４年度）

３　保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

決算額 決算額 決算額

1
生活保護法・生活困窮者自立支援法による就労支
援事業・就労自立給付金

生活困窮者や生活保護を受けている者に対し、就労支援
員による支援や、ハローワークと福祉事務所等のチーム支
援、就労の準備段階の者への支援などきめ細かい支援を
実施する。また、安定した職業に就いたことにより生活保護
を必要としなくなった者に対し、就労自立給付金を支給す
る。

10,017 9,923 10,613

就労意欲喚起セミナー：2回減
（R2：3回→R4：1回）

健康福祉指導課

2 母子家庭等就業・自立支援センター事業

子育てと就業の両立など、ひとり親家庭が抱える様々な課
題に対応し、生活支援や就業支援を組み合わせた支援メ
ニューを提供することができるよう、就業支援を行う。

10,050 9,344 9,719

就業支援講習会等実施

児童家庭課

3 母子父子寡婦福祉資金の貸付（再掲）

ひとり親世帯等の経済的自立の促進や生活意欲の向上の
ため、就職支度資金や事業開始資金等の貸付けを実施す
る。

120,063 91,528 53,067

母子福祉資金：35件減
　（R2：149件→R4：114件）
父子福祉資金：2件増
　（R2：10件→R4：12件）
寡婦福祉資金：増減なし
　（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

4
放課後児童クラブの設置・運営に対する支援
（再掲）

働きながら子育てをしている保護者が、安心して働き続け
ることができ、子どもが遊びや生活を通じて、すこやかに成
長・発達できる場として、放課後児童クラブの設置や運営、
その経費に対する補助を行う。

3,426,451 3,512,629 4,083,507

放課後児童クラブ63箇所増
（R2：54市町村1,563箇所
　→R4：54市町村1,626箇所） 子育て支援課

5 子育て短期支援事業

保護者の疾病等の理由により児童を養育することが一時
的に困難になった場合等に養育・保護する、また、保護者
が仕事等の理由により平日の夜間又は休日に不在となり
家庭において児童を養育することが困難となった場合に生
活指導、食事の提供等を行う。

8,000 8,745 17,374

2市増(R2：22市→R4：25市）

児童家庭課

6 千葉県ジョブサポートセンター事業

千葉県ジョブサポートセンターにおいて、就労相談や再就
職支援セミナー、企業と求職者の交流会を開催するほか、
市町村と共催した県内各地での出張セミナーなど各種の就
労支援を実施する。

57,923 69,246 82,548

延べ利用者数：1,308人増
　（R2：10,512人→R4：11,820人）
就職決定者数：243人増
　（R2：439人→R4：682人）

雇用労働課

7 ファミリー・サポート・センター事業

地域における多様な育児ニーズ等に対応するため、保育
所の送迎、時間外の保育等の援助を受けたい会員と援助
を行いたい会員からなるファミリー・サポート・センター事業
を促進する。

68,552 68,700 77,265

33市町で実施

子育て支援課

8 母子・父子自立支援員プログラム策定等事業

児童扶養手当受給者（生活保護受給者を除く）の状況・
ニーズ等に対応した自立支援プログラムを策定し、これに
基づき「生活保護受給者等就労自立促進事業」等を活用す
ることで、きめ細やかで継続的な自立・就業支援を実施す
る。

- 30

プログラム策定件数：4件増
（R2：1件→R4：5件）

児童家庭課

9 生活保護法による生業扶助
生活保護を受けている者に対し、生計の維持に役立つ生
業に就くために必要な技能を修得する経費等を支給する。 2,625 2,074 1,852

県は町村部を所管しており、法に定める保護費を支給した。
健康福祉指導課

10 母子家庭等自立支援給付金事業

就職や転職に向けて自主的に職業能力開発を行うひとり
親家庭の親に対して、その受講料や生活の負担を軽減す
るための給付金を支給する。

8,894 8,991 10,740

自立支援教育訓練給付金：1件減
　（R2：1件→R4：0件）
高等職業訓練促進給付金：2件増
・訓練促進給付金（R2：8件→R4：10件）
・修了支援給付金（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

番号 事業名 概要
令和２年度 令和３年度 令和４年度

実施状況（R2→R4比較) 担当課

資料２－１
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要

令和２年度 令和３年度 令和４年度
実施状況（R2→R4比較) 担当課

11
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
（住宅支援資金貸付事業を含む）

ひとり親家庭の親の修学を容易にするため、母子家庭等自
立支援給付金のうち「高等職業訓練促進給付金」の受給者
に対して、入学準備金・就職準備金の貸付けを行う。また、
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、就労等に向
けて意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者に対し、
住居の借上げに必要となる資金の貸付を行う。

2,083 5,770 36,219

入学準備金：1名増
　（R2：27名→R4：28名）
就職準備金：12名減
　（R2：26名→R4：14名）
住宅支援資金：38件増
　（R2：0件→R4：38件）

児童家庭課

12 離職者等再就職訓練事業

就業のための職業能力が身につくよう離転職者等をはじめ
とする求職者に対して、専修学校、NPO法人等を活用した
委託訓練による多様な訓練を実施する。

689,978 742,164 766,095

23コース47人増
（R2:206コース3,080人受講
　→R4:229コース3,127人受講）

産業人材課

合計 4,404,636 4,529,144 5,148,999
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「千葉県子どもの貧困対策推進計画」（令和２年度～令和６年度）

子どもの貧困対策に関する事業の実施状況一覧（令和２年度～令和４年度）

４　経済的支援

決算額 決算額 決算額

1 児童扶養手当の支給
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るため児童扶養手当を支給する。 593,290 588,332 561,579

延べ受給者数：757人減
（R2：14,815人→R4：14,058人） 児童家庭課

2 ひとり親家庭等医療費等助成事業

経済的理由や仕事・子育てによる多忙さから医療機関を受
診せずに疾病が重症化することを防止するため、ひとり親
家庭等の医療費等の助成を行う。

405,123 780,946 903,367

市町村が実施する医療費助成に関して県内５３市町村に補
助を行った。 児童家庭課

3
母子家庭等就業・自立支援センター事業
（再掲）

両親の離婚後、子どもの権利である養育費が適切に支払
われるよう、養育費取得に向けての相談支援を行う。また、
確実に養育費の取り決めがなされるよう、離婚前の相談支
援や、近隣での相談を希望する方に対して移動相談を実施
する。

10,050 9,344 9,501

就業支援講習会等実施

児童家庭課

4 児童手当支給事業
次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため
に、児童手当を支給する。 13,564,118 13,138,718 12,979,032

54市町村へ支給

子育て支援課

5
生活福祉資金貸付制度（緊急小口資金、総合支援
資金）（再掲）
※事業費は№15の再掲

新型コロナウイルスの影響を受け、休業等による収入の減
少などがあり、生計維持のための貸付が必要な世帯に対
し、生活福祉資金の緊急小口資金や総合支援資金の貸付
を実施する。

35,897,822 18,344,717 10,654,374

新型コロナウイルスの影響による収入減に対応するための
特例貸付件数
73,935件減
(R2：76,291件→R4：2,356件）
※特例貸付はR4年9月で受付終了

健康福祉指導課

6
生活保護法による教育扶助、生業扶助、進学準備
給付金（再掲）

3,451,332 3,479,364 3,294,379
各福祉事務所において、法に定める保護費を支給。

健康福祉指導課

7
小・中学生の就学援助制度（学用品費等）
（再掲）

- - -
54市町村で実施

教育庁財務課

8
小・中学生の就学援助制度（学校給食費）
（再掲）

- - -
54市町村で実施

教育庁保健体育課

9
小・中学生の就学援助制度（医療費）
（再掲）

- - -
54市町村で実施

教育庁保健体育課

10 実費徴収に係る補足給付を行う事業（再掲）

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施
設等＊に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の
購入、行事への参加に要する費用等及び幼稚園に通う子
どもの給食費を市町村が助成した場合に、市町村に対する
補助を行います。
＊特定教育・保育施設等とは、市町村が施設型給付費の
支給に係る施設として確認する施設及び地域型保育給付
費の支給に係る事業を行う者として確認する地域型保育を
行う事業者をいう。

45,464 41,898 53,127

3市町村増
(R2：36市町→R4：39市町村)

子育て支援課

番号 事業名 概要 実施状況（R2→R4比較) 担当課
令和４年度令和２年度 令和３年度

貧困の状態にある子どもの就学に係る経済的負担を軽減
するため、生活保護を受けている世帯の子どもに対する、
小学校及び中学校での教材費やクラブ活動費、給食費等
の支給、高等学校等に進学する際の入学料、入学考査料
や就学中の授業料、教材費や部活動費用の支給、大学進
学等を支援するための一時金の支給、居住する市町村に
おいて就学援助制度による就学援助を行うなど、低所得世
帯への支援を実施する。また、新型コロナウイルスによる休
校措置の際の家庭学習を支援するため、ＩＣＴを利用するた
めの通信費を支給する。

資料２－１
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要 実施状況（R2→R4比較) 担当課

令和４年度令和２年度 令和３年度

11
生活福祉資金貸付制度
（就学支援費、教育支援費）（再掲）

意欲と能力のある生徒・学生が、経済状況に関わらず安心
して学べるよう、高等学校、大学等に入学及び就学する資
金を必要とする場合、生活福祉資金の就学支度費及び教
育支援費の貸付を実施する。

- 18,271,899 10,654,374

・就学支援費469件増
　(R2：477件→R4：946件）
・教育支援費479件増
　(R2：502件→R4：981件)

健康福祉指導課

12
特別支援教育就学奨励費（特別支援学級）
（再掲）

- - -
54市町村で実施

教育庁財務課

13
特別支援教育就学奨励費（特別支援学校）
（再掲）

547,989 574,894 618,077
支給人数4人増
(R2：5,958人→R4：5,962人) 教育庁財務課

14 奨学のための給付金（再掲） 996,415 876,716 862,353
給付人数837人減
(R2：8,609人→R4：7,772人) 教育庁財務課

15 千葉県奨学資金の貸付け制度（再掲） 287,811 260,096 245,652
貸付人数138人減
(R2：898人→R4：760人) 教育庁財務課

16
高等学校等就学支援金（公立高等学校）
（再掲）

8,832,475 8,406,491 8,082,783
支給人数7,051人減
（R2：80,052人→R4：73,001人） 教育庁財務課

17 高等学校等授業料減免制度（再掲） 208 297 300
支給人数3人増
（R2：9人→R4：12人） 教育庁財務課

18 夜間定時制高等学校夕食費補助事業（再掲）

経済的な理由により、定時制課程（三部制の場合は夜間
部）のある県立高等学校での就学が困難な高校生に対し、
夕食費の一部を補助する。 3,323 6,480 2,513

支給人数69人減
（R2：190人→R4：121人）

教育庁保健体育課

19 私立高等学校等授業料減免事業（再掲） 988,937 1,220,244 1,268,184
支給人数：1,770人増
（R2：10,275人→R4：12,045人） 学事課

20 私立高等学校入学金軽減事業（再掲） 196,443 213,926 215,412
支給人数：113人増
（R2：1,578人→R4：1,691人） 学事課

21
奨学のための給付金（私立高等学校等）
（再掲）

481,830 443,806 454,172
支給人数：67人増
（R2：3,804人→R4：3,871人） 学事課

22
高等学校等就学支援金（私立高等学校）
（再掲）

7,495,193 7,916,931 8,445,479
支給人数：999人増
（R2：35,308人→R4：36,307人） 学事課

23 公立高等学校専攻科修学支援金（再掲）
経済的な理由により、公立高等学校専攻科での修学が困
難な高校生等に対し、公立高等学校専攻科修学支援金に
よる支援を実施する。

2,049 1,782 1,485
支給人数24人

教育庁財務課

24
私立小中学校家計急変世帯授業料軽減事業
（再掲）

家計急変により授業料の納付が困難となった児童生徒に
対して私立小中学校等が減免措置を行った場合、経費を
助成する。

- 6,974
R4から実施（R4実績25人）

学事課

25
公立高等学校学び直し支援金制度
（再掲）

1,069 565 599

支給人数：19人減
（R2：54人→R4：35人） 教育庁財務課

26
私立高等学校等学び直し支援金制度
（再掲）

7,538 8,912 11,425
支給人数：8人増
（R2：89人→R4：97人） 学事課

27
母子父子寡婦福祉資金の貸付
（再掲）

修学にあたり資金が必要なひとり親家庭等の子どもに対し
て、修学資金等の貸付けを実施する。
ひとり親世帯等の経済的自立の促進や生活意欲の向上の
ため、就職支度資金や事業開始資金等の貸付けを実施す
る。

120,063 91,528 53,067

母子福祉資金：35件減
　（R2：149件→R4：114件）
父子福祉資金：2件増
　（R2：10件→R4：12件）
寡婦福祉資金：増減なし
　（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

特別支援教育について、特別支援教育就学奨励費を通じ
て、障害のある児童生徒等への支援の充実を図る。また、
対象世帯のうち要保護世帯の児童生徒が、オンライン学習
を行う際に必要な通信費を支給する。

経済的な理由により、公立高等学校等での修学が困難な
高校生等に対し、奨学のための給付金の支給及び奨学金
の貸付け、就学支援金（授業料の減免）による支援を実施
する。また、奨学のための給付金については、新型コロナ
ウイルス感染症に係る影響を踏まえ、保護者の失職等によ
り家計急変した高校生等への支援を行う。

経済的な理由により、私立高等学校等での修学が困難な
高校生等に対し、授業料等の減免や給付金の支給を行う。
また、新型コロナウイルス感染症等の影響により、収入が
激減した世帯に対して、授業料減免制度や奨学のための
給付金が、家計急変世帯にも適用になることを周知し、必
要な支援を適切に行う。

高等学校等を中途で退学した子どもが、再度、高等学校等
に入学して学び直しをする機会が確保されるよう、私立を含
めた定時制高校・通信制高校に関する情報提供の充実を
図り、併せて、授業料相当額の経済的支援を実施する。
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決算額 決算額 決算額
番号 事業名 概要 実施状況（R2→R4比較) 担当課

令和４年度令和２年度 令和３年度

28 母子家庭等自立支援給付金事業（再掲）

就職や転職に向けて自主的に職業能力開発を行うひとり
親家庭の親に対して、その受講料や生活の負担を軽減す
るための給付金を支給する。 8,894 8,991 10,740

自立支援教育訓練給付金：1件減
　（R2：1件→R4：0件）
高等職業訓練促進給付金：2件増
・訓練促進給付金（R2：8件→R4：10件）
・修了支援給付金（R2：4件→R4：4件）

児童家庭課

29
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
（住宅支援資金貸付事業を含む）（再掲）

ひとり親家庭の親の修学を容易にするため、母子家庭等自
立支援給付金のうち「高等職業訓練促進給付金」の受給者
に対して、入学準備金・就職準備金の貸付けを行う。また、
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、就労等に向
けて意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者に対し、
住居の借上げに必要となる資金の貸付を行う。

2,083 5,770 36,219

入学準備金：1名増
　（R2：27名→R4：28名）
就職準備金：12名減
　（R2：26名→R4：14名）
住宅支援資金：38件増
　（R2：0件→R4：38件）

児童家庭課

30
児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸
付事業（再掲）

里親や施設から自立した子どもなどに対し、家賃や生活
費、資格取得に必要な費用の貸付を行う。

2,955 12,198 45,617

児童養護施設等退所者に対する生活支援資金及び家賃支
援資金、就職のための資格取得資金の貸付を行った。

児童家庭課

31
生活困窮者自立支援法による住居確保給付金
（再掲）

離職や、休業による収入減少等により、住居を失った又は
そのおそれが高い生活困窮者に住居確保給付金を支給す
る。

18,936 13,364 5,035

支給決定件数：147件減
（R2：194件→R4：47件） 健康福祉指導課

32 県営住宅へ入居する際の優遇措置（再掲）

母子世帯、父子世帯及び子育て世帯について、公営住宅
に係る優先入居を行うとともに、必要な場合に家賃減免を
行う。 - - -

子育て世帯向けの優先枠：9戸増
　（R2：22戸→R4：31戸）

住宅課

33 子ども医療費助成事業（再掲）

子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減
を図るため、子どもの疾病に係る医療費について、市町村
が行う医療費助成に要する経費に助成する。 4,320,608 4,988,240 5,016,159

・県助成対象
　入院：中学校３年生まで
　通院：小学校３年生まで 児童家庭課

合計 78,282,018 79,706,449 64,491,978
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「千葉県子どもの貧困対策推進計画」（令和２年度～令和６年度）

子どもの貧困対策に関する事業の実施状況一覧（令和２年度～令和４年度）

５　支援につなぐ体制整備

決算額 決算額 決算額

1 スクールソーシャルワーカーの配置（再掲） 88,044 100,405 108,870

スクールソーシャルワーカーを小中学校・高等学校と各教育
事務所に配置。
10人増（R2：44人→R4：54人） 教育庁児童生徒安全課

2 スクールカウンセラーの配置（再掲） 593,381 628,119 792,942

県で採用したスクールカウンセラーを小・中・県立学校と教育
事務所等に配置。
482人増(R2：576人→R4：1058人) 教育庁児童生徒安全課

3
教育相談に関する教員の資質向上を図る研修の
実施（再掲）

学校における教育相談の充実及び教職員の資質力量の向
上を図る。地域及び校内における教育相談の推進者。指導
者となるべき専門性を高め、実践的なリーダー育成を目指
す。

462 1,629 1,989

受講者数
474人増（R2：412人→R4：886人)

教育庁児童生徒安全課

4 保育士等キャリアアップ研修事業（再掲）
保育現場においてリーダー的役割を担う保育士等に対し、
子どもの貧困に対する気づきと対応等について研修を行
う。

105,662 171,517 140,295
受講者数6,346人増
（R2：4,104人→R4：6,329人） 子育て支援課

5 幼児教育推進事業（再掲）

幼稚園等において初任者や中堅教諭等に対し、子どもの
貧困に対する気づきと対応等について研修を行う。

7,943 6,658 6,077

・幼児教育アドバイザー派遣
　67回増（R2：32回→R4：99回）
・公立幼稚園の初任者研修参加者
　13人減(公立幼稚園減少のため)

教育庁学習指導課

6 放課後児童支援員等研修（再掲）

放課後児童支援員として、放課後児童クラブに従事しようと
する者等に対し、子どもの貧困に対する気づきと対応等に
ついて研修を行う。 15,553 20,426 19,488

認定研修：35人増
　(R2：643人→R4：678人)
向上研修：463人増
　（R2：1,025人→R4：1,488人）

子育て支援課

7 家庭教育支援チーム設置推進事業

家庭教育支援チームの本来の目的（①地域の居場所づくり
②保護者への学びの場の提供③訪問型家庭教育支援）を
重視し、親の孤立化防止、子を持つ親が足を運びやすい場
所づくりを目指すとともに、教育と福祉の連携の重要性を踏
まえ、「千葉県における家庭教育支援チーム実践モデル」
を作成し、その実施を進める。

2,002 2,113 2,742

体制が整備されている市町村数9市町増
（R3：16市町村→R4：25市町村）
※R3から県独自調査実施

教育庁生涯学習課

8
気づきのためのチェックシートや支援につなぐガイ
ドブックの作成などの検討

幼稚園、保育所、学校等の現場で使える気づきのための
チェックシートや支援が必要な子どもを具体的な支援につ
なぐためのガイドブックの作成など、「気づき」「つなぐ」ため
のツールの検討を行う。

・R2「気づきのためのチェックシート」を策定
・R4「支援につなぐガイドブック」を策定
それぞれ幼稚園、保育所、学校等に配付。 健康福祉指導課

合計 813,047 930,867 1,072,403

支援を必要とする児童生徒に対し、スクールソーシャル
ワーカーやスクールカウンセラー等の専門性を有する人材
を配置し、子どもやその保護者への支援の充実を図る。ス
クールソーシャルワーカーの新規配置拠点校には、年度初
めに学校訪問を行い、管理職や担当教諭等へ配置の目的
や職務について説明を行い、配置校の教職員への周知を
図る。
また、いじめや不登校、高校中退等の問題解決のため、関
係部局機関、民間支援団体等と連携した取組の充実を図
る。

番号 事業名 概要 実施状況（R2→R4比較) 担当課
令和２年度 令和３年度 令和４年度

資料２－１
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